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１．はじめに 
 高レベル放射性廃棄物の地層処分では，図１に示すように，地下深部に数十本の坑道を並列に連続して配置す

ることが予想される。このような地下深部の坑道群（多連設坑道）の仕様や離間距離は，「空洞安定性からの制限」，

「廃棄体・緩衝材の温度からの制限」の２つの観点から決定される。「わが国における高レベル放射性廃棄物地層

処分の技術的信頼性-地層処分研究開発第２次取りまとめ」（以下“第２次取りまとめ”という）1)では，仮想の地

質条件を用いた処分施設の概略設計が行われている。第２次取りまとめにおける，連設坑道の空洞安定性に関す

る設計手法を見ると，従来の双設トンネルなどの設計例にならい，坑道周辺の局所的な破壊現象に着目し，坑道

間の相互影響がない離間距離を確保することを基本としている。また，従来の単一・双設のトンネルは，過去の

実績や類似事例に基づき設計されている。一方で，多連設坑道は，数十本の坑道を並列に連続して配置するとい

う過去に例の少ない構造上の特殊性を持ち，従来の単一・双設トンネルでは通常，重要でない坑道群全体の構造

安定に関わる破壊モード(空洞群崩壊・地表沈下)が存在する。破壊モードが存在すれば，それに対する安全裕度を

適切に設定することが設計の原則である。 
以下，処分施設と構造的に類似している鉱山などの設計例を参考に，処分施設の実施設計を念頭においた多連

設坑道の設計の考え方について検討する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 処分施設の基本概念1)

２．多連設坑道の設計概念に関する検討 
処分施設と構造的に類似している鉱山や採石場などでは，坑道間のピラー（鉱柱）や天端の連鎖的な破壊に伴

う，地盤沈下や陥没といった施設全体の構造安定性を考慮した設計が行われている。また，現実として，大谷石

採石場跡地では，それらに起因すると思われる地盤沈下や陥没が生じている2)。そういった地下深部の坑道群全体

の構造安定性を評価する方法の一つに，採掘法の一つであるルーム・アンド・ピラー法で用いられてきた設計法

がある。この方法では，坑道間のピラーの破壊に対する安全照査を，ピラーの強度とそれに作用する上載荷重を

勘案して求めた安全率で評価している3)。構造安定に関する破壊モードに対して安全率を適切に設定するこの設計

の考え方は，建物の柱や梁，斜面の安定評価などと同様である。新・大久保（2004）4)は，多連設坑道間のピラー

の構造安定性に関する簡易的な評価を行っている。その中で，第２次取りまとめで示されている代表的な地質条

件と処分坑道離間距離の設定値の組み合わせについて，坑道群全体の構造安定性に関する安全性検証という観点

から試計算を実施しており，その結果，地質環境や支保工等の仕様に関する条件次第では，ピラーの安全率が 1.0
を下回る場合があることを指摘している。       
次に，道路トンネルなどでよく見られる近接の双設（めがね）トンネルの設計手法について検討する。２本の

坑道が近接となる際には，坑道間にセンターピラーと呼ばれるコンクリート構造物を構築するなど適切な対策を

講じ，一体の構造物として設計する場合がある。この場合，センターピラーは，ルーム・アンド・ピラー法 
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におけるピラーの設計と同様，ピラーの強度とそれに作用する上載荷重を安全率で評価して設計される5)。センタ

ーピラーに作用する荷重(P)は，数値解析と現場の計測事例に基づき，図２のように設定されるようになってきた。

なお，上限が近接坑道全幅（１Ｄa）相当分の土かぶり荷重になるメカニズムについてはまだ解明されていないも

のの，その妥当性はいくつかの計測事例により確認されている5)。また，地盤条件と離隔にもよるが，多連設トン

ネルの場合，掘削順序の及ぼす影響が大きいことも明らかになっている6)。よって，処分施設において図２の考え

方を適用すると，坑道群の中央付近に複合的な荷重が作用し坑道群の全幅分の土被り荷重が作用する可能性を否

定することはできなくなる。仮にこれが正しいとすると，深度 500mにて坑道中心間距離が 13mで 50 本の坑道を

並列に配置する（坑道群全幅 650m程度）場合，坑道群中央部では 500m分の全土被り圧が作用する可能性がある。 
海外の地層処分関連の研究では，スウェーデンのSKBにて，花崗岩を対象としたピラーの安定性に関する検討

を行っている7)。つまり，日本に分布する堆積岩より強度の大きい岩盤であるにもかかわらず，ピラーの安全裕度

に着目した検討が進められている。 
 以上のように，処分施設の類似構造物に関する設計事例や海外の地層処分研究では，地下施設の設計に際して，

坑道群全体の構造安定性に注意を払っている。よって，地下深部の坑道群周辺岩盤に関する実挙動が明確に判明

していない現状を踏まえると，重要構造物である処分施設の実施設計に向けて，従来の局所破壊の検討に基づい

た離間距離の設計結果が，坑道群全体の構造安定性に関してどれだけの安全裕度を持つかを評価し，必要に応じ

て適切な安全裕度を持つように，設計結果を見直すことができるよう，図３に示す設計の考え方に基づき設計体

系を整備する必要がある。併せて，処分施設の供用期間は約 100 年にも及ぶことから，図３の設計の考え方に沿

いつつ，坑道周辺岩盤の時間依存性挙動も考慮して，多連設坑道の離間距離や支保工の仕様を設計することが求

められる。 
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(a) 土被り高(H) ≦ 全幅(Da) (b) 土被り高(H) ≧ 全幅(Da) 
図２ センターピラーに作用する土被り荷重          図３ 多連設坑道の設計の考え方 

  
３．今後の課題 
 今後は，図３に示す設計の考え方に基づき，空洞周辺岩盤の時間依存性挙動を考慮した具体的な設計体系を構

築するとともに，それらをベースとして，適切な安全率の設定，ピラーに作用する応力，ピラーの耐力といった

実現象に対する現象解明を進め，より合理的な設計手法へ更新していくことが求められる。 
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